
二国間クレジット制度 (Joint Crediting 
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平成25年10月4日

全ての記載内容は、ホスト国とのさらなる検討・協議により変更される可能性がある。



�気候変動問題に効果的に対処するためには、先進国・途上国の双方が、技術・

市場・資金を十分に活用して世界中で「低炭素成長」を達成することが必要。

�そのためには、再生可能エネルギーや高効率発電、省エネ家電、低排出自動車、

工場省エネ等、様々な分野の高度な低炭素技術・製品の普及を促進していくこ

とが必要。

�こうした技術・製品と適切なシステム・サービス・インフラを組み合わせ、低炭素

社会を実現していくことが必要。

低炭素成長
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日本

ホスト国
優れた低炭素技術等の普及や

緩和活動の実施

� 優れた低炭素技術・製品・システム・サービス・インフラの普及や緩和活動の実

施を加速し、途上国の持続可能な開発に貢献。

� 日本からの温室効果ガス排出削減・吸収への貢献を、測定・報告・検証(MRV)

方法論を適用し、定量的に適切に評価し、日本の排出削減目標の達成に活用。

� CDMを補完し、地球規模での温室効果ガス排出削減・吸収行動を促進すること

により、国連気候変動枠組条約の究極的な目的の達成に貢献。

JCMの基本概念
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MRV

JCMプロ
プロプロ
プロ

ジェクト
ジェクトジェクト
ジェクト

温室効果ガスの排
温室効果ガスの排温室効果ガスの排
温室効果ガスの排

出削減・吸収量
出削減・吸収量出削減・吸収量
出削減・吸収量

合同委員会で

MRV方法論を開発

日本の削減目標
日本の削減目標日本の削減目標
日本の削減目標

達成に活用
達成に活用達成に活用
達成に活用

クレジット



日本 ホスト国

•プロジェクト
登録の通知

•クレジットの発行

政府
政府政府
政府

•クレジット
発行の報告

•プロジェクト
登録の通知

•クレジット
発行の報告

•クレジットの発行

政府
政府政府
政府

JCMのスキーム図

•ルール、ガイドライン、方
法論の策定及び改定

•プロジェクトの登録
• JCMの実施に関する協議

合同委員会
合同委員会合同委員会
合同委員会

(事務局
事務局事務局
事務局)

政策対話の実施

•プロジェクト登録の
申請

•プロジェクトの妥当
性確認（有効化）

•温室効果ガス排出
削減量及び吸収量

の検証

第三者機関
第三者機関第三者機関
第三者機関

•妥当性確認
（有効化）及

び検証の結

果の通知

•クレジット発
行の申請

•プロジェクト登録の
申請

•プロジェクト計
画書(PDD) /モ

ニタリングレ

ポートの提出

•妥当性確認
（有効化）及び

検証の結果

の通知

プロジェクト参加者
プロジェクト参加者プロジェクト参加者
プロジェクト参加者

•プロジェクトの実施及
びモニタリング

•プロジェクト計
画書(PDD) /モ

ニタリングレ

ポートの提出

プロジェクト参加者
プロジェクト参加者プロジェクト参加者
プロジェクト参加者

•プロジェクトの実施及
びモニタリング

•クレジット発
行の申請
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�合同委員会(JC)は、両国政府の代表者により構成される。

�合同委員会は、JCMの実施に必要なルールとガイドライン
等を策定する。

�合同委員会は、提案された方法論を承認もしくは却下し、
同時にJCM方法論の策定も行う。

�合同委員会は、第三者機関(TPEs)を指定する。

�合同委員会は、第三者機関により妥当性確認が実施され
たJCMプロジェクトの登録について決定する。

�各国政府は、登録簿を設置し、運用する。

�合同委員会からのクレジット発行通知に基づき、各国政府
は通知された量のクレジットを登録簿に発行する。

合同委員会及び各国政府の役割
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� JCMは、以下を考慮して設計され、実施されるべきである。

(1) 堅固な方法論、透明性、環境十全性を確保する。

(2) ルールやガイドラインに基づきつつ、簡易で実用的な
制度を維持する。

(3) 地球規模の温室効果ガス排出削減・吸収のため、具
体的な行動を推進する。

(4) 温室効果ガスの排出削減・吸収量の二重計上を回避
するために、JCMの下で登録された緩和プロジェクトを

他の国際的な緩和メカニズムに重複して使用すること
を防止する。

JCMのアプローチ
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(1) JCMは取引を行わないクレジット制度として開始する。

(2) 両国政府はJCMの実施状況を踏まえ、取引可能なクレ

ジットを発行する制度へ移行するために二国間協議を
継続的に行い、できるだけ早期に結論を得る。

(3) JCMが取引可能なクレジットを発行する制度へ移行した

後に、途上国の適応努力の支援のための具体的な貢
献を目指す。

(4) JCMは国連気候変動枠組条約(UNFCCC)の下での新た
な国際枠組みが発効されるまでの期間を対象とする。

JCMの特徴
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JCM

JCMとCDMのプロジェクトサイクル

提案方法論の
提案方法論の提案方法論の
提案方法論の

提出
提出提出
提出

提案された
提案された提案された
提案された

方法論の承認
方法論の承認方法論の承認
方法論の承認

PDDの作成
の作成の作成
の作成

妥当性確認
妥当性確認妥当性確認
妥当性確認

登録
登録登録
登録

モニタリング
モニタリングモニタリング
モニタリング

検証
検証検証
検証

クレジット発行
クレジット発行クレジット発行
クレジット発行

CDM

プロジェクト参加者 / 各国政府
また合同委員会により開発可能

合同委員会

プロジェクト参加者

第三者機関(TPEs)

合同委員会

プロジェクト参加者

第三者機関(TPEs)

合同委員会が発行量を決定

各国政府がクレジットを発行

プロジェクト参加者

CDM理事会

プロジェクト参加者

プロジェクト参加者

指定運営機関(DOEs)

CDM理事会

CDM理事会

<各プロセスにおける主な活動主体>
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JCM  CDM

ガバナンス -“分権的”構造

(各国政府、合同委員会)

-“中央集権的”構造

(京都議定書締約国会合、CDM理事会)

対象セクター/

プロジェクトの

対象範囲

-より広範な対象範囲 -特定のプロジェクトは実施が困難

(例：超々臨界石炭火力発電)

プロジェクトの

妥当性確認

-DOEsに加えて、ISO14065認証

機関が実施可能

-提案されたプロジェクトが、客

観的に判断可能な適格性要

件に合致しているかを確認

-指定運営機関(DOEs)のみ実施可能

-仮想のシナリオに対して提案された各

プロジェクトとの追加性を評価

排出削減量の

計算

-スプレッドシートが提供される

-モニタリングを行うパラメータ

に制約がある場合、デフォルト

値を保守的に用いる

-複数の計算式が掲載されている

-パラメータの計測に関する厳格な要件

プロジェクトの

検証

-プロジェクトの妥当性確認を実

施した機関が検証を行うこと

が可能

-妥当性確認及び検証を同時に

実施可能

-基本的にはプロジェクトの妥当性確認

を実施した機関は、検証を実施できな

い

-妥当性確認及び検証は別々に実施さ

れなければならない

CDMと比較したJCMの主な特徴
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(ホスト国とのさらなる検討・協議により変更の可能性あり)



JCMのロードマップ

2011年度年度年度年度 2012年度年度年度年度 2013年度年度年度年度

実現可能性調査
実現可能性調査実現可能性調査
実現可能性調査実現可能性調査
実現可能性調査実現可能性調査
実現可能性調査

本制度の下で実施が見込まれる事業・活動の発掘

実現可能性調査

MRV方法論の開発

MRV 実証調査
実証調査実証調査
実証調査MRV 実証調査
実証調査実証調査
実証調査

考案されたMRV方法論案を実稼働案件に適用

MRV方法論を活用しつつ改善

MRV方法論の確立

制度の実証
制度の実証制度の実証
制度の実証

具体案件の実施により、制度設計をさら

に改善

能力開発（キャパシティ・ビルディング）
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本制度の運用

合同委員会の設立

各種ルールやガイドライン類の策定

ＵＮＦＣＣＣにおける国際交渉（様々なアプローチのための枠組み）
ＵＮＦＣＣＣにおける国際交渉（様々なアプローチのための枠組み）ＵＮＦＣＣＣにおける国際交渉（様々なアプローチのための枠組み）
ＵＮＦＣＣＣにおける国際交渉（様々なアプローチのための枠組み）

先行国と
先行国と先行国と
先行国と

二国間文書へ
二国間文書へ二国間文書へ
二国間文書へ

の署名
の署名の署名
の署名

政府間協議
政府間協議政府間協議
政府間協議
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【モンゴル】

2013年1月8日（ウランバートル）

【バングラデシュ】

2013年3月19日（ダッカ）

二二二二国間文書に署名済みの国国間文書に署名済みの国国間文書に署名済みの国国間文書に署名済みの国

�日本は、2011年から開発途上国とJCMに関する協議を行ってきており、モンゴル、バ

ングラデシュ、エチオピア、ケニア、モルディブ、ベトナム、ラオス、インドネシアとJCM

に係る二国間文書に署名。

【エチオピア】

2013年5月27日（アジスアベバ）

【ケニア】

2013年6月12日（ナイロビ）

【モルディブ】

2013年6月29日（沖縄）

【ベトナム】

2013年7月2日（ハノイ）

�モンゴル、バングラデシュ、エチオピア、ケニア、ベトナムとの間で、それぞれ第1回合同委

員会を開催。

【ラオス】

2013年8月7日（ビエンチャン）

【インドネシア】

2013年8月26日（ジャカルタ）



本格的な運用に向けた国内の動き

項目
項目項目
項目

2013
20132013
2013年度

年度年度
年度

2014
20142014
2014年度

年度年度
年度 概要

概要概要
概要

第
第第
第2
22
2四半期
四半期四半期
四半期 第

第第
第3
33
3四半期
四半期四半期
四半期 第

第第
第4
44
4四半期
四半期四半期
四半期

ＪＣＭ
ＪＣＭＪＣＭ
ＪＣＭ

ウェブサイト
ウェブサイトウェブサイト
ウェブサイト

制度の規程類や合
制度の規程類や合制度の規程類や合
制度の規程類や合

同委員会での決定
同委員会での決定同委員会での決定
同委員会での決定

事項、申請された
事項、申請された事項、申請された
事項、申請された

プロジェクトの状況
プロジェクトの状況プロジェクトの状況
プロジェクトの状況

等を掲載するウェ
等を掲載するウェ等を掲載するウェ
等を掲載するウェ

ブサイトを開発・運
ブサイトを開発・運ブサイトを開発・運
ブサイトを開発・運

用する。
用する。用する。
用する。

登録簿
登録簿登録簿
登録簿

システム
システムシステム
システム

二国間クレジット制
二国間クレジット制二国間クレジット制
二国間クレジット制

度の運用に必要な
度の運用に必要な度の運用に必要な
度の運用に必要な

クレジット登録簿を
クレジット登録簿をクレジット登録簿を
クレジット登録簿を

開発・運用する。
開発・運用する。開発・運用する。
開発・運用する。

関係省庁・
関係省庁・関係省庁・
関係省庁・

関係機関等
関係機関等関係機関等
関係機関等

の協議会
の協議会の協議会
の協議会

JCMプロジェクトの
プロジェクトのプロジェクトの
プロジェクトの

形成に向けた意見
形成に向けた意見形成に向けた意見
形成に向けた意見

交換、国際交渉等
交換、国際交渉等交換、国際交渉等
交換、国際交渉等

の情報共有を行う
の情報共有を行うの情報共有を行う
の情報共有を行う

ための協議会を立
ための協議会を立ための協議会を立
ための協議会を立

ち上げる。
ち上げる。ち上げる。
ち上げる。

仕様検討、開発

公開予定

運用

調達仕様書作成

仕様書完成、

調達手続

落札者決定

運用

システム

設計・開発

公開予定

構成等の検討

第１回の

開催

(調整中）
年度あたり２回程度開催

12



UNFCCC国際交渉の現状 (1/2)

13

41. Acknowledges that Parties, individually or jointly, may develop and 

implement various approaches, including opportunities for using 

markets and non-markets, to enhance the cost-effectiveness of, and to 

promote, mitigation actions, bearing in mind different circumstances 

of developed and developing countries;

赤字部分の仮訳：（ＣＯＰは）締約国が市場の活用を含む様々な取組を、個別に又は共同

で開発、実施することを認める）

42. Re-emphasizes that, as set out in decision 2/CP.17, paragraph 79, all 

such approaches must meet standards that deliver real, permanent, 

additional and verified mitigation outcomes, avoid double counting of 

effort and achieve a net decrease and/or avoidance of GHG emissions; 

44. Requests the SBSTA to conduct a work programme to elaborate a 

framework for such approaches, （略）, with a view to recommending a 

draft decision to the COP for adoption at its 19th session; 

45. Considers that any such framework will be developed under the 

authority and guidance of the Conference of the Parties;

決定決定決定決定 1/CP18



UNFCCC国際交渉の現状 (2/2)
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46. Decides that the work programme referred to in paragraph 44 above 

shall address the following elements, inter alia:

(a) The purposes of the framework;

(b) The scope of approaches to be included under the framework;

(c) A set of criteria and procedures to ensure the environmental 

integrity of approaches in accordance with decision 2/CP.17, 

paragraph 79;

(d) Technical specifications to avoid double counting through the 

accurate and consistent recording and tracking of mitigation 

outcomes;

(e) The institutional arrangements for the framework;

決定決定決定決定1/CP18

� JCM は、日本と相手国とが共同で開発、実施している「様々な取組（various 

approaches）」の一つであり、日本としてはUNFCCCの下で「様々な取組のための枠

組み」の精緻化に貢献していく。

� 日本は、ＪＣＭの活用に関して、決定１９／ＣＰ１８に基づく共通様式を含む隔年報

告書に記入して、国連に報告していく。



JCMにおいて現在検討されている技術的な詳細

(ホスト国とのさらなる検討・協議により変更の可能性あり)
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JCMにおいて必要となる書類
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規則とガイドライン類規則とガイドライン類規則とガイドライン類規則とガイドライン類

全般
全般全般
全般

� 実施規則

� プロジェクトサイクル手続

� 用語集

� 第三者機関（TPE）指定ガイドライン (TPE ガ

イドライン)

合同委員会
合同委員会合同委員会
合同委員会 � 合同委員会運営規則 (JC規則)

方法論
方法論方法論
方法論

� 提案方法論開発ガイドライン (方法論ガイ

ドライン)

プロジェクト
プロジェクトプロジェクト
プロジェクト

手続
手続手続
手続

PDD作成
作成作成
作成

� プロジェクト設計書及びモニタリング報告

書作成ガイドライン (PDD・モニタリングガイ

ドライン)

モニタリング
モニタリングモニタリング
モニタリング

妥当性確認
妥当性確認妥当性確認
妥当性確認

� 妥当性確認・検証ガイドライン (VV ガイドラ

イン)検証
検証検証
検証

(ホスト国とのさらなる検討・協議により変更の可能性あり)



JCMにおける方法論開発手続
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�提案方法論の準備

* 方法論ガイドライン

* 提案方法論フォーム

* 提案方法論スプレッドシー

ト

プロジェクト参加者
プロジェクト参加者プロジェクト参加者
プロジェクト参加者

(方法論提案者
方法論提案者方法論提案者
方法論提案者)

合同委員会
合同委員会合同委員会
合同委員会

�完全性確認 [7日間] 

(事務局)

提案方法論の提出

提案方法論
提案方法論提案方法論
提案方法論

の提出
の提出の提出
の提出

パブリック・
パブリック・パブリック・
パブリック・

インプット
インプットインプット
インプット

提案方法論
提案方法論提案方法論
提案方法論

の承認
の承認の承認
の承認

政府
政府政府
政府

(方法論提案者
方法論提案者方法論提案者
方法論提案者)

検討結果の通知

�提案方法論の準備

* 方法論ガイドライン

* 提案方法論フォーム

* 提案方法論スプレッドシー

ト

�パブリック・インプット

[15日間](事務局)

�合同委員会のイニ

シアティブの下で提

案方法論の作成

�提案方法論の評価

[60日間又は90日間

まで]

完全性確認
完全性確認完全性確認
完全性確認

完全性確認の結果を伝達

�提案方法論の承認

注: アスタリスク( * )は、手続の各段階に関連する書類を示す

提出物受理の通知

(ホスト国とのさらなる検討・協議により変更の可能性あり)



JCMプロジェクトサイクル手続 (1/2)
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プロジェクト参加者
プロジェクト参加者プロジェクト参加者
プロジェクト参加者 第三者機関

第三者機関第三者機関
第三者機関 合同委員会

合同委員会合同委員会
合同委員会 政府

政府政府
政府

�プロジェクトの妥当性確認

�妥当性確認報告書の準

備

* 妥当性確認・検証ガイドライン

* 妥当性確認報告書ﾌｫｰﾑ

PDD及びMoCを提出し、妥当性確認及びパブリック・インプット

を要請

PDDの作成
の作成の作成
の作成

妥当性確認
妥当性確認妥当性確認
妥当性確認

� PDDの完成及びモニ

タリング計画の作成

* PDD フォーム及び承認方

法論スプレッドシート

* PDD ・モニタリングガイド

ライン

�連絡方法(MoC)を記

入

* 連絡方法宣誓書フォーム

妥当性確認報告書、妥当性

確認済みPDD及びMoCを提出

登録
登録登録
登録

登録申請

登録の通知

結論の通知

登録の通知

�登録申請書の完成

* 登録申請フォーム

申請受理の通知

妥当性確認及
妥当性確認及妥当性確認及
妥当性確認及

び検証は同時
び検証は同時び検証は同時
び検証は同時

又は別々に実施
又は別々に実施又は別々に実施
又は別々に実施

可能
可能可能
可能

�完全性確認 [7日間] 

(事務局)

�登録

提出物の受領を通知

�パブリック・インプット

[30 日間] (事務局)

(ホスト国とのさらなる検討・協議により変更の可能性あり)



JCMプロジェクトサイクル手続 (2/2)
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�モニタリングの実施

�モニタリング報告書

の準備

* PDD・モニタリングガイド

ライン

* ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ報告書ﾌｫｰﾑ

�排出削減量の検証

�検証報告書の準備

* 妥当性確認・検証ガイド

ライン

* 検証報告書フォーム

検証のためにモニタリン

グ報告書を提出

検証報告書の提出

モニタリング
モニタリングモニタリング
モニタリング

検証
検証検証
検証

発行
発行発行
発行

� クレジットの発行

� クレジット配分の決

定

� クレジット発行申請

フォームの完成

*  クレジット発行申請

フォーム

発行通知の申請

�完全性確認 [7日間] 

(事務局)

発行されるクレジット量の通知

結果の通知

発行されるクレジットの通知

�発行されるクレジット

量の通知に関する

決定

申請受理の通知

プロジェクト参加者
プロジェクト参加者プロジェクト参加者
プロジェクト参加者 第三者機関

第三者機関第三者機関
第三者機関 合同委員会

合同委員会合同委員会
合同委員会 政府

政府政府
政府

(ホスト国とのさらなる検討・協議により変更の可能性あり)

妥当性確認及
妥当性確認及妥当性確認及
妥当性確認及

び検証は同時
び検証は同時び検証は同時
び検証は同時

又は別々に実施
又は別々に実施又は別々に実施
又は別々に実施

可能
可能可能
可能
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合同委員会実施規則

メンバー
メンバーメンバー
メンバー

� 合同委員会（JC）は両国政府の代表者で構成される。
� 各国政府は〔10〕名を超えない範囲でメンバーを指定する。
� JCは、各国政府により指名される2名の共同議長（ホスト国1名、日本1名）を有する。各共同議長
は、JCメンバーから代理を指定できる。

JCにおける意思決定
における意思決定における意思決定
における意思決定

� JCは少なくとも年1回会合を開催する。またJCの決定はコンセンサス方式で採択される。
� JCは、以下の手続により、電子的に決議を採択することが可能：

(a) 共同議長により決議案が全てのJCメンバーに回付される。
(b) 決議案は、下記の場合に採択されたとみなされる：

i) 回付後、〔20〕日間以内にJCメンバーが異議申し立てを行わず、両共同議長が賛意を表明
した場合、又は

ii) 全てのJCメンバーが賛意を表明した場合。
� JCメンバーから反対意見が表明された場合は、共同議長が当該JCメンバーの意見を考慮し、適切
な対応を行う。

� JCは電子的な意思決定を支援するために、電話会議を実施できる。

外部支援
外部支援外部支援
外部支援

� JCは、業務の一部を支援するために、パネルの設置、外部専門家の任命を行うことが可能。

言語
言語言語
言語: 英語 事務局

事務局事務局
事務局: 事務局はJCの事務を実施する。

守秘義務
守秘義務守秘義務
守秘義務: JCメンバー、事務局等は、守秘義務を遵守する。
会合の記録
会合の記録会合の記録
会合の記録: JCによる全ての決定文書は公開される。

(ホスト国とのさらなる検討・協議により変更の可能性あり)



� JCMにおいては、クレジットの発行対象となる排出削減量は、リファ

レンス排出量及びプロジェクト排出量の差と定義される。

� リファレンス排出量は、ホスト国における提案プロジェクトと同等の

アウトプット又はサービスを提供する場合のもっともらしい排出量で
あるBaU（business-as-usual）排出量よりも低く計算される。

� 当該アプローチは、温室効果ガス排出量の純削減及び／又は回
避（net decrease and/or avoidance）を保証する。

JCMにおけるクレジット発行に関する基本概念
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想定されるBaU排出量の範囲

プロジェクトの稼働開始

時間

リファレンス排出量

プロジェクト排出量

排出削減量

(クレジット)

(ホスト国とのさらなる検討・協議により変更の可能性あり)
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� リファレンス排出量は、典型例として、単位生産あたり温
室効果ガス排出量で表現される“クレジット化閾値”と総生
産量を乗じて計算される。

� クレジット化閾値は、ホスト国の同一のプロジェクトタイプ
に適用可能な方法論においてあらかじめ設定される。ま
た、クレジット化閾値は、 BaU排出量よりも低くリファレン

ス排出量が計算されるよう、保守的に設定されるべきで
ある。

� このような標準化されたアプローチにより、例えばCDMに

おいて提案プロジェクトの追加性証明のために多くの仮
想シナリオを分析する負荷が大きく低減する一方、温室
効果ガス排出削減量の計算の透明性が向上する。

クレジット化閾値
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(ホスト国とのさらなる検討・協議により変更の可能性あり)



� 温室効果ガス排出量の純削減及び/又は回避は、BaU排出量より

も低いリファレンス排出量を計算する代わりに、別の方法でも実現
できる。

� プロジェクト排出量を計算するパラメータに、実際の値を測定する

代わりに保守的なデフォルト値を用いることで、実際のプロジェクト
排出量よりもプロジェクト排出量が大きく計算される。

� このアプローチでもまた、温室効果ガス排出量の純削減及び/又は

回避が確保され、モニタリングの負荷が低減される。

付録: 純削減の実現方法
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BaU排出量

プロジェクトの稼動開始

時間

実際のプロジェクト排出量

計算されるプロジェクト排出量

排出削減量

(クレジット)

(ホスト国とのさらなる検討・協議により変更の可能性あり)
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JCM方法論
� JCM方法論の主要な特徴

�JCM方法論は、プロジェクト参加者が容易に使うことができ、検証機関がデータを

容易に検証できるように設計される。

�モニタリングの負荷を低減するため、デフォルト値が保守的な形で広く用いられ

る。

�方法論において明確に定義された適格性要件は、プロジェクト参加者が提案し

たプロジェクトが却下されるリスクを低減することができる。

適格性要件 • “チェックリスト”により、JCMの下での提案プロジェクトの適格性と、
JCM方法論のプロジェクトへの適用可能性を容易に判断することが
できる。

データ

(パラメータ)
• パラメータのリストにより、JCM方法論を用いた温室効果ガス排出
削減量/吸収量の計算に必要なデータを、プロジェクト参加者が知る
ことができる。

• 国やセクター固有のデフォルト値があらかじめ提供される。

計算 • あらかじめ作成されたスプレッドシートにより、パラメータに対応する
値を入力することで、方法論に従った温室効果ガス排出削減量/吸
収量を自動的に計算することができる。
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JCM方法論における適格性要件の基本概念

25

各JCM方法論の適格性要件は、以下の点に従って排出量を削減する
ために設定されるべきである。

�純排出削減に貢献する低炭素技術、製品、サービスの普及促進

�ホスト国の途上国による適切な緩和行動 (NAMAs) の促進

1. 合同委員会によるJCM方法論の承認プロセスを通じて、適格性
要件に含まれるべき技術や製品等を両国政府が決定

2. プロジェクト参加者は、JCMプロジェクト登録を申請する際に、ポ
ジティブ・リストのようなJCM承認方法論のリストを活用することが
できる。

(ホスト国とのさらなる検討・協議により変更の可能性あり)



� JCM方法論の適格性要件は以下を含む
1. JCMプロジェクトとして登録されるためのプロジェクトの要件 <提

案プロジェクトの妥当性確認及び登録の評価の基礎>

2. JCM方法論を適用することができるプロジェクトの要件 <CDMにお

ける“方法論の適用可能性条件”と同様>

� 適格性要件の例1

� 設計効率がxx (例えば、生産量/kWh) 以上のxx (製品/技術)の
導入 <ベンチマーク方式>

� xx (インバータ付きエアコンや電気自動車、蓄電池付き太陽光
発電システム等の特定の高効率製品/技術)の導入 <ポジティブ・

リスト方式>

� 適格性要件の例2

� x年間の過去データが存在すること
� xx (例えば、太陽光発電システム、風力タービン)によるグリッド
接続の発電
� 既存ボイラーの改修

JCMの適格性要件

26

(ホスト国とのさらなる検討・協議により変更の可能性あり)



適格性要件のイメージ

� JCMにおける提案プロジェクトの適格性及び当該方法論の適用可

能性を判断するための簡素なチェックリストがプロジェクト参加者
に提供される。

�方法論を適用するためには、すべての適格性要件が満たされな
ければならない。
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事例
事例事例
事例: 建物のエネルギー管理システム

建物のエネルギー管理システム建物のエネルギー管理システム
建物のエネルギー管理システム

要件 1 • エネルギー管理システムが既存の建物に導入されること。

要件 2 • 単にエネルギー消費機器を改良するだけではなく、建物の内部環境
のために使われるエネルギーの消費量を削減する設備・機器の運用

管理が、エネルギー管理システム自体により実施されること。

要件3 • エネルギー管理システムにより管理される機器が設置されている建
物におけるすべてのエネルギー消費量が特定できること。



JCM方法論、モニタリング計画及びモニタリング報告書の概観

承認方法論文書
承認方法論文書承認方法論文書
承認方法論文書

� JCM方法論の構成

�承認方法論文書

�モニタリングスプレッドシート

�モニタリング計画シート（入力シートと算定シートを含む）

�モニタリング体制シート

�モニタリング報告シート（入力シートと算定シートを含む）

モニタリングスプレッドシート
モニタリングスプレッドシートモニタリングスプレッドシート
モニタリングスプレッドシート

モニタリング

報告シート

モニタリング

体制シート

モニタリング

計画シート

データと情報の

入力セル 28

(ホスト国とのさらなる検討・協議により変更の可能性あり)



PDDとモニタリング計画書

� プロジェクト設計書（PDD）とモニタリング計画書の作成

�プロジェクト内容に沿って PDDフォームを埋める

�モニタリング計画シートとモニタリング体制シートからなるモニタリング計

画も同様に埋める

計画値の

入力セル

モニタリングパラメータに関するその他必要

情報の入力:

• モニタリング・オプション
• データ・ソース
• 計測手段と手続き
• モニタリング頻度

PDD

モニタリング計画書

モニタリング体制

モニタリング担当者の

役割と責任の明記

29

(ホスト国とのさらなる検討・協議により変更の可能性あり)



モニタリング報告書

� モニタリング報告書の作成

�モニタリング報告シートの事後データの入力セルをモニタリング後の値で

埋める

�プロジェクト参加者は入力された値を裏付けるための証跡を用意する

モニタリング実測値の

入力セル

モニタリングされたパラメータに関するその

他必要情報の入力:

• モニタリング・オプション
• データ・ソース
• 計測手段と手続き
• モニタリング頻度

モニタリング

期間

モニタリング報告書

30

(ホスト国とのさらなる検討・協議により変更の可能性あり)
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JCM PDDの内容

A. プロジェクトの記述
プロジェクトの記述プロジェクトの記述
プロジェクトの記述

A.1. プロジェクト名
A.2. プロジェクト及び適用技術及び／または措置の概要
A.3. プロジェクト実施場所（緯度経度を含む）
A.4. プロジェクト参加者名
A.5. プロジェクト期間
A.6. 先進国からの貢献

B. 承認方法論の適用
承認方法論の適用承認方法論の適用
承認方法論の適用

B.1. 方法論の選択
B.2. プロジェクトが承認方法論の適格性要件をどのように満たすかについての説明

C. 排出削減量の算定
排出削減量の算定排出削減量の算定
排出削減量の算定

C.1. プロジェクトに関連する全ての排出源と関連する温室効果ガス
C.2. プロジェクトに関連する全ての排出源及びモニタリングポイントの図
C.3. 各年の推定排出削減量

D. 環境影響評価
環境影響評価環境影響評価
環境影響評価

E. 地域の利害関係者との協議
地域の利害関係者との協議地域の利害関係者との協議
地域の利害関係者との協議

E.1. 地域の利害関係者からのコメントの募集
E.2. 受領したコメントの要旨とそれらの検討

F. 参照
参照参照
参照

附属書
附属書附属書
附属書

モニタリング計画シート、モニタリング体制シート、モニタリング報告シートから構成される

承認方法論スプレッドシートを、PDDに添付しなければならない。

(ホスト国とのさらなる検討・協議により変更の可能性あり)



References 

�Feasibility Studies

�Capacity Building
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JCM Demonstration Project is implemented by NEDO (New Energy and Industrial 

Technology Development Organization) , which supports the project cost necessary to 

verify the amount of GHG emission reduction in line with JCM rules and guidelines.

�The budget for FY 2013:  3.5 billion JPY (approximately $38 million) 

�Coverage of project cost: Cost of the JCM Demonstration projects necessary for MRV   

e.g. Cost of design, machines, materials, labors, travel, etc. 

� Eligibility for the JCM Demonstration projects: 

- Concrete Projects to demonstrate the effectiveness of leading Japanese technologies  

and/or products installed and operated in the projects,  and  the amount of  their GHG  

emission reduction with MRV methodology by actual operation 

- Project Participants consist of entities from both countries, and only the  Japanese    

entity can apply for the JCM Demonstration projects. The projects shall be completed 

within 3 years.

JCM Promotion Scheme by METI

33

JCM Demonstration Projects

JCM Study Programmes

Capacity Building Programmes

JCM Feasibility Study (FS)

The study to promote potential JCM projects and to survey 

its feasibility as well as to check the practicality of the MRV 

methodology. 



JCM Feasibility Studies (FSs) by METI & NEDO in FY2012

54 projects were selected (19 countries)

Mexico:

•Introduction of 

Cogeneration Facilities

Myanmar:

•Run-of-river Micro 

Hydro Power Generation

Thailand, Vietnam,  Malaysia:

•Energy Saving Systems at 

Commercial Facilities

Vietnam:

•Small-Medium Hydropower Generation

•Highly Efficient Energy Conservation Systems

•Highly Efficient Air Conditioner

•Energy Efficiency Technologies for Integrated steel works

•Promotion of Water-Saving Showerheads

•Disseminating and Promoting Electric Motorcycles

•Highly Efficient  Coal Power Plants(Ultra Super Critical)

Djibouti, Ethiopia:

•Geothermal Power 

Generation

Thailand, Vietnam:

•Green Convenience Stores

•Micro-Scale Hydro Power Generation

Malaysia/Indonesia:

•Reducing  N2O emission by 

using  coating fertilizer

Malaysia:

•Erea Energy Network Construction and 

Energy Management System (EMS)

Vietnam, Myanmar,

Cambodia:

•Highly Efficient  Coal Power 

Plants(Ultra Super Critical)

Indonesia:

•Renewable Energy Hybrid System

•Utility Facility Operation Optimization Technology 

•Replacement Project of the Existing Thermal Power Plants

•Rehabilitation of Hydro Power Plants

•REDD+ (5 projects)

•Optimum control of plant equipment  (by IT) 

•Wind-Power Generation(by EMS)

•Mega-Solar Power Plants Using Thin-Film Solar Cells 

•Developing Technology of Biodiesel Fuel (BDF)

•SNG project (Substitute Natural Gas) 

•CCS (Carbon dioxide Capture and Storage)

•Biomass Power Generation

•Eco-shipping for Coastal Cement Tanker

•Small Hydro Power Generation

•Geothermal Power Generation

•Low-Rank Coal Fuel Waste Heat Drying Project

Kenya:

•Hybrid Mini Grids Using  

Renewable Energy

Mongolia:

•Highly Efficient Transmission and Coal Power Plant

Philippines:

•Electric Three-Wheeled Vehicles

•Flash and Binary Geothermal Power 

Generation

Thailand:

•Introducing Heat Recovery 

Heat Pumps

Kazakhstan:

•Coal-fired Power Generation

• (Black)   → METI’s FSs for Policy Recommendation (33 projects)

• (Yellow) → NEDO’s FSs for Project Exploration /Development (21 projects)

Bangladesh:

•CCGT power generation

Maldives:

•Air conditioners by using 

deep sea water

India:

•Energy Efficient Technologies for Integrated Steel Works

•Run-of-river micro hydro power project           

•Energy Efficient  Air Conditioners (HFC 32)

•Coal Drying Technology (Low Temperature Waste Heat Recovery)

•Highly Efficient Servers at Data Centers

•Highly Efficient  Coal Power Plants(Ultra super critical)

•Energy Efficient Technologies for Integrated steel works

Mozambique:

•BDF (Bio Diesel Fuel) 

&PV (Photovoltaic)  

Hybrid Power 

Generation System

South Africa:

•Energy Saving project at 

cement industry

Mauritius & etc:

•Multi-Stage Deep Seawater 

Utilization System
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JCM Feasibility Studies (FSs) by METI & NEDO in FY2013

18 projects were selected ( 12countries)

Mexico:

•CCS (Carbon dioxide 

Capture and Storage)

Myanmar:

•Micro Hydro Power Generation 

(Flowing water type )

Vietnam:

•Highly Efficient Coal Power 

Plants(Ultra Super Critical)

•Energy recovery using organic waste

•Wind-Power generations

•Water purification/sludge reduction

Indonesia:

•Biomass Power Generation

•Energy-saving stores based on CO2 refrigerant

Mongolia:

•Wind-Power generations

•High efficiency houses in gels

• (Black)   → METI’s FSs for Policy Recommendation (13 projects)

• (Yellow) → NEDO’s FSs for Project Exploration /Development (5 projects)

India:

•Efficient Air Conditioners using HFC 32

•Energy Efficient Technologies for 

Integrated steel works
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Laos:

•Energy-saving at beer plant

Kenya:

•Dissemination of Solar lantern 

Djibouti, Rwanda:

•Geothermal Power Generation

Kenya, Ethiopia :

•Micro Hydro Power Generation 

Thailand:

• Air Conditioners using CO2 refrigerant

• Energy-saving at Industrial Complex



HIDA (The Overseas Human Resources and Industry Development Association)

METI engages in a variety of capacity building activities, such as seminars, expert dispatches, 

technical experts invitations, joint researches on MRV methodologies, and government-

private sector dialogues:

(Purposes) 

� To provide technical know-how necessary to implement GHG emissions reduction projects under the JCM

� To establish MRV methodologies for the JCM

� To train experts on MRV methodologies for the JCM

� To train entities to act as third-party verifiers for the JCM

� To deepen understanding on the institutional and technical aspects of the JCM both at government and private 

sectors.

� Capacity building activities by METI in FY2012

Capacity Building Activities by METI 
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Highly Efficient Transmission and Coal Power Plant （Mongolia）

Energy saving project at cement industry （South Africa）

Highly efficient servers at Data Centers （India  ）

Energy efficient  technologies at  Steel plant （India）

High Efficiency Ion-Exchange Membrane Electrolysis Technology （Brazil）

METI

Eco-friendly driving using digital tachograph (Vietnam）

Reduce power  transmission loss by using highly efficient transformer （Vietnam）

Highly efficient coal power plant  (Ultra super critical )（Vietnam）

* FY2013’s projects are under consideration.



MOEJ will finance part of an investment cost (up to the half), as premises for seeking to 

deliver JCM credits (half of issued) to the Government of Japan.

�The budget for FY 2013:  1.2 billion JPY (approximately $13 million) 

�Recipient: International consortiums which include Japanese entities

�Scope of the financing: Facilities which reduce CO2 from fossil fuel combustion as well as 

construction cost for installing those facilities

�Eligible Projects : Starting construction after the adaption of the financing, and finish 

construction within FY2013 (one year extension may be approved)

JCM Promotion Scheme by MOEJ
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Financing Programme for JCM Model Projects

Study Programmes for JCM Projects

JCM Project Planning Study (PS)

JCM Methodology 

Demonstration Study (DS)

JCM Feasibility Study (FS)

The study for development of a Model Project in the 

near future.

The study to check the practicality of the draft methodology 

by applying existing projects under operation.

The study to promote potential JCM projects and to survey 

its feasibility.

Capacity Building Programmes for the JCM



Mongolia:
◆
◆◆
◆

Upgrading and Installation of Centralized Control 
System of High-Efficiency Heat Only Boiler (HOB)
The high-efficiency Heat Only Boilers (HOBs) will 

replace outdated low-efficiency HOBs, to supply 
heated water for winter indoor heating. The project 
will also introduce centralized control system for the 
integrated heat supply in collective buildings. 

Indonesia:
◆
◆◆
◆

Energy Saving for Air-Conditioning and Process Cooling at Textile Factory
At the textile industry where air conditioning is necessary for the product quality control, the high performance refrigerating 

machine with efficient compressor and economizer cycle will be introduced. 
◆
◆◆
◆

Energy Savings at Convenience Stores
The latest high-efficiency chillers with natural refrigerant (CO2 refrigerant), inverter-controlled air-conditioners, and LED 

lighting will be introduced in convenience stores. Rooftop photovoltaic power generation systems will also be introduced. 
◆
◆◆
◆

Energy Efficient Refrigerants to Cold Chain Industry
The advanced energy efficient non-fluorocarbon cooling system using NH3 and CO2 will be introduced in the food industry 

and logistics industry. A screw compressor and an IPM (interior permanent magnet synchronous) motor are adopted and 
operated integrally, to achieve high efficient operation of the cooling facility.

Viet Nam:
◆
◆◆
◆

Integrated Energy Efficiency Improvement at Beer 
Factory
A set of high performance equipment for energy efficiency 

improvement and renewable energy generation will be 
introduced in beer factories. Before the installation, the 
potential of energy saving and possible high potential points 
in the beer production process will be identified by using the 
energy structure analysis simulation technology.

Bangladesh:
◆
◆◆
◆

Brick Production based on Non-Firing 

Solidification Technology

In place of the existing brick 

production with the firing process with 

the combustion of coal, the new brick 

production with the non-firing 

solidification technology will be 

introduced. 

Cambodia:
◆
◆◆
◆

Small-scale Biomass Power Generation by Using Stirling Engines

The introduction of small-scale biomass power generation 

systems with stirling engines will replace diesel-based power 

generation at rice mills. The stirling engine, external-combustion 

engine, is suitable for the utilisation of biomass such as rice husk. 

JCM Model Projects in 2013 by MOEJ
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Mongolia:

◆
◆◆
◆

10MW-Scale Solar Power Plant and Rooftop Solar Power 

System

■
■■
■

Centralization of Heat Supply System by Installation of High 

Efficiency Heat only Boiler (HOB)

△
△△
△

10MW-Scale Solar Power Generation for Stable Power 

Supply

△
△△
△

Energy Conservation at Cement Plant

△
△△
△

Improvement of Thermal Installation and Water Cleaning/Air 

Purge at Power Plants

Sri Lanka:

△
△△
△Sustainable Biomass-Based Power Generation 

Thailand:

■
■■
■

Dissemination of High-Efficiency Inverter Air Conditioners

△
△△
△

Heat Recovery to Generate Both Cooling and Heating Energy

Indonesia:

◆
◆◆
◆

Energy Saving by High-Efficiency Centrifugal Chiller

◆
◆◆
◆

Power Generation by Waste Heat Recovery in Cement Industry

◆
◆◆
◆

Regenerative Burners for Aluminum Melting Furnaces

△
△△
△

Anaerobic Treatment for Wastewater from Rubber Plants

△
△△
△

Solar Power System at Off-Grid Cell Towers

△
△△
△

Improvement of REDD+ Implementation Using IC Technology

Indonesia (and Myanmar):

△
△△
△Solar–Diesel Hybrid Power Generation

Myanmar:

△
△△
△Geothermal Binary Power Generation

Myanmar (and Indonesia):

△
△△
△Solar–Diesel Hybrid Power Generation

●
●●
●

●
●●
●

●
●●
●

◆
◆◆
◆-- JCM Project Planning Study (PS)

■
■■
■-- JCM Demonstration Study (DS)

△
△△
△-- JCM Feasibility Study (FS)

Viet Nam:

◆
◆◆
◆

Anaerobic Digestion of Organic Waste for Cogeneration at Market

◆
◆◆
◆

Integrated Energy Efficiency Improvement at Beer Factories

■
■■
■

Energy Efficiency Improvement of Glass Furnace

△
△△
△

Promotion of Public Transport Use by Park-&-Ride System 

△
△△
△

Energy Saving Glass Windows for Buildings

△
△△
△

REDD+ with Livelihood Development and Biomass-based Power 

Generation

Bangladesh:

△
△△
△High-Efficiency Rice Husk Based 

Cogeneration

△
△△
△Solar Power Generation with Long-Life 

Storage Battery in Non-Electrified 

Regions

Lao PDR:

■
■■
■Promotion of Use of Electric Vehicles 

(EVs)

Kenya:

△
△△
△Expansion of Geothermal Project

●
●●
●

●
●●
●

●
●●
●

●
●●
●

●
●●
●

●
●●
●
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New Mechanisms Information Platform
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• New Mechanisms Information 

Platform website was established to 

provide the latest movements and 

information on the JCM.

• Help Desk also accepts and answers 

inquiries regarding the JCM.

• Another dedicated website for the 

JCM will be launched. In the 

meantime, all the documents 

regarding the JCM development (e.g. 

outcome of the JC, decisions, 

methodologies, and projects) are 

uploaded on this website. 

• URL:

http://www.mmechanisms.org/e/initiat
ives/index.html


